
別添

　地方農政局長 殿
　申請者の主たる事務所の所在地が北海道の場合は、農林水産省農村振興局長

　申請者の主たる事務所の所在地が沖縄県の場合は、内閣府沖縄総合事務局長

代表者住所

団体等名称

代表者氏名

運営責任者氏名

電話番号

１．事業の種類

２．事業実施提案内容

別紙「農山漁村発イノベーション対策（地域活性化型）事業提案書」のとおり

３．事業予定地を管轄する都道府県及び関係府省へ提案書等を開示することについての意向

※開示する場合は「○」、開示不可とする場合は「×」を記入してください。

４．公募要領の第２の２の（１）に規定する事項を定めた協定等の締結状況

※該当する箇所に「○」を記入してください。

５．市町村の参画状況

※該当する箇所に「○」を記入してください。

令和○年度農山漁村発イノベーション対策（地域活性化型）事業実施提案書

令和　　年　　月　　日作成

開示意向確認

○

締結済み 締結見込み

○

参画済み 参画見込み

○

農山漁村発イノベーション推進事業

　　　活動計画策定事業

締結が見込めない場合、応募はできません。

市町村が参画されない場合、応募はできません。
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６．添付書類　（添付している書類に○を付してください。）

（１）　公募要領の第２の２の（１）に規定する事項を示す文書
　　　（又は、案の内容を示す文書等）

（２）　申請者団体が開催した直近の総会等の資料並びに予算及び決算資料

（６）　事業を実施する地域が条件不利地域に該当する場合は、そのことが分かる資料

（７）　提案に係る取組が、地域再生法（平成17年法律第24号）第５条第１項に基づく地域再生
　　計画と関連する場合は、当該地域再生計画

（３）　地域協議会の構成員及び連携団体の活動内容が分かる資料

（４）　提案された事業を主導する代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）及び経理責
　　任者のこれまでの実績、提案された事業の実施に必要なノウハウ、マネジメント能力、経理
　　処理能力等を判断するために必要な資料

（５）　公募要領の第２の１で活用するアドバイザーの活動内容が分かる資料

（８）　提案に係る取組が、「定住自立圏構想推進要綱について」（平成20年12月26日付け総
　　行応第39号総務事務次官通知）に基づく定住自立圏形成協定又は定住自立圏形成方針
　　に関連する場合は、当該協定又は方針

（９）　提案に係る取組が、総合特別区域法（平成23年法律第81号）第２条第１項に基づく総合
　　特別区域に関連する場合は、当該総合特別区域計画

（10）　提案に係る取組が、棚田地域振興法（令和元年法律第42号）第10条第３項の規定に
    　基づき認定を受けた指定棚田地域振興活動計画と関連する場合は、当該指定棚田地域
　　  振興活動計画

（11）　提案に係る取組が、世界農業遺産・日本農業遺産の認定を受けた地域が策定した世界
　　  農業遺産・日本農業遺産保全計画と関連する場合は、当該認定地域の世界農業遺産・
      日本農業遺産保全計画

（14）　提案に係る取組が、食育基本法（平成17年法律第63号）第17条第1項に規定する
　　 都道府県食育推進計画若しくは同法第18条第１項に規定する市町村食育推進計画
　 　又は当該地域における食文化の保護・継承又は郷土料理や食文化を活用した地域
　 　活性化の取組の内容が確認できる資料

（16）　提案に係る取組が、中山間地農業ルネッサンス事業に定める「地域別農業振興計画
　　 に位置付けられた提案」である場合は、当該地域別農業振興計画

（17）　みどりの食料システム法第16条第１項に基づく環境負荷低減事業活動の促進に関す
　　 る基本的な計画が作成さてれいる場合、同法第19条第１項に基づく環境負荷低減活動
　　 の実施に関する計画又は第21条第１項に基づく特定環境負荷低減事業活動の実施に
　　 関する計画が認定を受けている場合、同法第39条第１項に基づく基盤確立事業の実施
　   に関する計画が認定を受けている場合は、内容が確認できる資料

（12）　提案に係る取組が、地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成20
　 　年法律第40号）第５条第８項の認定を受けた地域が策定した同条第１項に規定する歴史
　 　的風致維持向上計画と関連する場合は、当該認定地域の認定通知（写）

（13）　提案に係る取組が、景観法（平成16年法律第110号）第55条第１項の景観農業振興
　　 地域整備計画が策定されている地域が策定した景観農業振興地域整備計画と関連す
　 　る場合は、当該策定地域の景観農業振興地域整備計画

（18）　デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和４年12月23日閣議決定）に規定する「デ
     ジ活」中  山間地域として登録されている中山間地域等（その地域等に限る。）又はデジ
     タル技術を活用しつつ、地域内外の多様な関係者が参加・連携し、及び多様な施策と
     連携して地域の社会課題の解決及び活性化が図られている地域（その地域内において
     農林水産業又はその関連産業が営まれている地域に限る。）において実施される取組で
      ある場合は、取組又は関連の内容が確認できる資料

（15）　当該地域におけるデジタル田園都市国家構想に資する取組等、国の重要施策等の
　　 時宜に適った取組を実施、又は関連がある場合の取組の内容が確認できる資料

2



７．地方創生推進交付金等との重複の有無

注２  交付候補者の選定結果は、記載された代表者の住所宛に送付されます。

注１  電話番号は、常時連絡が可能な代表者又は運営責任者の番号を登録してください。携帯電話

　　の番号でも構いません。

担当者名・連絡先等

※　事実を確認した市町村の部署名、担当者名・連絡先等を記載して下さい。

市町村名 部署名

　提案する取組が、当該市町村が地方創生推進交付金等の他省庁の補助事業・交付金事業を活用

して取り組む内容と重複していないか確認してください。

地方創生推進交付金等との重複
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【　事業の種類　】

事業実施主体名

所在地（都道府県・市町村）

事業開始年度 令和　５　年度

①　都市と農山漁村の人々が交流するための取組

②　都市住民が農山漁村に定住するための取組

農山漁村発イノベーション推進事業

　　　活動計画策定事業

農山漁村発イノベーション対策（地域活性化型）事業提案書

③　農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続ける
   ための取組

○○県〇〇市

○○○○協議会

※ 都道府県及び市町村名を記入。（地番等は不要）

①から③までに該当する項目に「○」を記入してください。複数選択可能

です。

但し、①については②もしくは③と合わせて実施すること。

取組の組合せは以下のいずれかになります。

・①と②と③

・①と②

・①と③

・②と③

・②のみ

・③のみ

※ 地域協議会名を記入。
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１．事業実施主体等

２．地域協議会構成員・連携団体

取組地域の都道府県・市町
村

まるまるけん　まるまるし

○○県　〇〇市

事業実施主体名（注１）
（地域協議会名）

まるまるまるまるきょうぎかい

○○○○協議会

○ 旧小学校区 旧市町村域取組地域の範囲（注２） 市町村域

事務局所在地及び連絡先

住所　〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　

E-mail

会長　○○　○○　※地域協議会の役職、氏名を記入。

事業実施主体住所及び連
絡先

住所　〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　

E-mail

取組地域の集落名（注３） ○○集落、◇◇集落、△△集落

代表者氏名

地域指定状況 （注４）

地域協議会の構成員となる
個人及び団体

法人形態等 地域協議会における役割
所在地

（市町村）

事務局(個人又は団体）

○○市 市町村 ○○市

NPO法人○○団体 NPO ○○市

取組において連携する個人
及び団体

法人形態等 取組において連携する役割
所在地

（市町村）

㈱○○会社 株式会社 ○○市

注１ 事業実施主体（団体名）及び所在地(都道府県・市町村）は、ふりがなをつけてください。

注２ 取組地域の範囲は、「旧小学校区」、「旧市町村域」又は「市町村域」から選択して記載し
てください。（取組地域の範囲は市町村域が最大となり、市町村域を超える場合は審査
対象外となります。）

注３ 取組地域の範囲の集落名を全て記載してください。

注４ 公募要領別表の交付率及び助成額欄の（５）に該当する場合は、地域指定状況を記載
してください。

※ 協定を締結する構成員は、全て記載します。（省略不可）
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３．実施体制図

○地域協議会実施体制図（注１）

＜記載例＞

○会計事務の審査体制（注２）

＜記載例＞

（注３）

←→

←→

構成員 連携団体

○
○
○
○
協
議
会

○○部会

・○○○の取組
　○○○○
・○○○の取組
　○○○○

←→
・○○○○
・○○○○

○○部会

← 市町村 ←

○○部会 ←→

○○部会

経理責任者 ← 経理担当者

代表者
代表者
（地位継承者）

会長 ← 事務局長

運営責任者
運営責任者
（地位継承者）

事務局長
事務局長
（地位継承者）

経理責任者
経理責任者
（地位継承者）

注１ 事業の取組に対応した実施体制について、構成員及び連携団体を役割ごとに記載してくださ
い。

注２ 会計事務の審査体制について、記載してください。

注３ 代表者、運営責任者、事務局長及び経理責任者が不在となった場合の地位継承者を記載して
ください。
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４－１．地域の現状・課題

（１）事業実施地域の現状と課題について（注１）

（２）（１）に対するこれまでの把握・確認方法及び取組状況（注２）

（３）（２）の取組状況を踏まえ、困難だった事項・理由（注３）

注１ 都道府県及び市町村から見た地域の位置、地域の人口・基幹産業・農業動向、地域内の関連
施設の整備状況、地域資源の概要、関連事業の実施状況、過去の主な活動実績等を踏まえて
具体的かつ定量的に記載してください。また、地域の現状を踏まえ、課題となっている事項を具
体的に記載してください。

注２ アンケート調査、ワークショップ等を具体的に記載してください。また、これまでの課題解決に向
けて実施した取組について、具体的に記載してください。

注３ 予算不足、技術力不足、人材不足等を具体的に記載してください。
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４－２．地域の現況図

注 取組地域の集落の範囲など地域の現況が分かる図面を添付してください。
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５．地域の将来像

（１）地域の将来像（注１）

（２）事業完了後に期待される効果（注２）

注１ 地域の現状や課題を踏まえ、本交付金を活用することにより、目指す地域の将来像を具体的に
記載してください。

本事業完了後、地域の活性化、自立及び維持発展に向けて期待される効果について具体的に
記載してください。

注２
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６－１．事業実施内容（活動計画策定事業）

（１）全体

○地域の活動計画策定（注２）

○体制構築、実証活動等（注３）

・体制構築

・実証活動

・専門的スキルの活用

・普及啓発

○合意形成の手法（注４）

○交通、買い物、医療・福祉、教育、エネルギー等に係る取組（注５）

○アドバイザーの活用（注６）

・地域の活動計画策定

・体制構築及び実証活動
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（２）令和５年度（取組１年目）

（３）令和６年度（取組２年目）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

（具体的な取組について記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1

2

3

4

5

※「取組内容」の欄には、取組の内容を簡潔に記載する。

※「主要な取組」の欄には、取組のうち「７．目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に重要な
ものについて、「○」を記入すること。

（具体的な取組について記載）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1

2

4

※「主要な取組」の欄には、取組のうち「７．目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に重要な
ものについて、「○」を記入すること。

5

※「取組内容」の欄には、取組の内容を簡潔に記載する。

3
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（４）令和７年度（取組３年目）

※「取組内容」の欄には、取組の内容を簡潔に記載する。

※「主要な取組」の欄には、取組のうち「７．目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に重要な
ものについて、「○」を記入すること。

4

5

2

3

1

（具体的な取組について記載）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

アドバイザーの活用について、活用する取組内容、活用予定者、活用する人材の専門知識・経
験・資格等を記載してください。

注１ 地域の自立及び維持発展に向けた将来像を構想し、地域住民が主体となって農山漁村が持つ
豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による活動計画づくりについて、具体的な取組内容
を記載してください。

注２ ・体制構築：活動計画に掲げられた取組を実施するために必要な従来から活動している
                 団体等を活用した具体的な体制を構築する内容を記載してください。
・実証活動：活動計画に掲げられた取組の具現化に向けた具体的な取組内容を記載し
                 てください。
・専門的スキルの活用：活動計画に掲げられた取組の具現化に向けた地域外の人材が有する
                                ICT等の専門的スキル等を活用する取組内容を記載してください。
・普及啓発：普及啓発に資する情報発信などの具体的な取組内容を記載してください。

注３ 地域の課題、取組方針等を関係者間で共有し、事業を実施していくための合意形成の手法に
ついて、具体的な取組内容を記載してください。

注４ 農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続けるため、交通、買い物、医療・福祉、教育、エネル
ギー等に係る取組を実施する場合は、具体的な取組内容を記載してください。

注５
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６－２．事業実施内容（専門的スキルの活用）

（１）令和５年度（取組１年目）

（２）令和６年度（取組２年目）

（３）令和７年度（取組３年目）

※「主要な取組」の欄には、取組のうち「７．目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に重要な
ものについて、「○」を記入すること。

※「取組内容」の欄には、取組の内容を簡潔に記載する。

3

1

2

（具体的な取組について記載）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

3

1

2

（具体的な取組について記載）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

2

3

単位

1

（具体的な取組について記載）

（取組内容ごとの実施予定の数量及び単位並びに主要な取組について下記の表に記載）

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量

注１
注２
注３

専門的スキルの活用にかかる委託業務計画を取組年度ごとに具体的に記載してくださ
い。
「取組内容」の欄には、取組の内容を簡潔に記載してください。
「主要な取組」の欄には、取組のうち「７．目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上
で特に重要なものについて、「○」を記入してください。
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６－３．事業実施内容（工程表）

注 ６－１及び６－２の事業内容について、年度ごとの取組時期、取組内容等がわかる工程
表を記載してください。
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７．目標

（１）目標（注１）

【目標設定の考え方】

【数値目標の計測方法】

目標項目
現　在

(令和４年度)
１年目

(令和５年度)
２年目

(令和６年度)
３年目

(令和７年度)

※①に対応する目標

※②に対応する目標

※③に対応する目標

※普及啓発に対応する目標
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（２）評価指標（注２）

【評価指標設定の考え方】

【数値目標の計測方法】

目標項目 評価指標項目
現　在

(令和４年度)
１年目

(令和５年度)
２年目

(令和６年度)
３年目

(令和７年度)

※(1)の目標の実現状況
等を評価するための指標

(1)の目標の実現状況等を評価するための指標を目標ごとに設定し、評価指標項目、現
在の数値、各年度の数値目標を記載してください。なお、評価指標については、農業体
験や定住促進イベントなどの参加人数、子育て支援の取組の利用者数、ＳＮＳの記事の
投稿回数等、目標に対応した定量的なものとしてください。

注２

注１ 公募要領第２の１の取組に対応する計画期間内の事業の実施によって実現しようとする
目標を設定し、目標項目、現在の数値、各年度の数値目標を記載してください。
また、情報発信等による普及啓発に係る目標についても記載してください。地域独自の
目標を追加することもできます。
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８－１．年度別事業計画とその経費の内訳（令和５年度（取組１年目））

自己資金 備考

①=②+③+④ ② ③ ④

（単位：千円）

取組内容 経費区分 総事業費 本交付金 他の補助金

１．活動計画策定事業 0

(1)活動計画策定 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(2)体制構築･実証活動 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用 0

0

0

注３ 「経費区分」は、公募要領の第３の１の（１）の経費区分ごとに記載してください。

0

合　計 0

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。

注５ 積算資料を添付してください。

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。
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８－２．年度別事業計画とその経費の内訳（令和６年度（取組２年目））

総事業費 本交付金 他の補助金 自己資金

１．活動計画策定事業

備考

①=②+③+④ ② ③ ④

0

（単位：千円）

取組内容 経費区分

(2)体制構築･実証活動 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用

0

0

0

合　計 0

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。

注３ 「経費区分」は、公募要領の第３の１の（１）の経費区分ごとに記載してください。

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。

注５ 積算資料を添付してください。
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８－３．年度別事業計画とその経費の内訳（令和７年度（取組３年目））

注５ 積算資料を添付してください。

（単位：千円）

取組内容 経費区分 総事業費 本交付金 他の補助金

①=②+③+④ ② ③ ④

0

自己資金 備考

(2)体制構築･実証活動 0

１．活動計画策定事業

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用 0

0

0

0

0

注３ 「経費区分」は、公募要領の第３の１の（１）の経費区分ごとに記載してください。

合　計 0

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。
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９．その他特記事項

注４ その他の特記事項がある場合は、記載してください。

注１ 農山漁村で暮らす人々が引き続き農山漁村に住み続けるため本交付金と併せて他省庁の関連
政策事業を活用して事業を実施する、又は既に実施している場合は、活用する関連政策事業に
ついて、省庁名、取組内容、取組時期等を記載してください。

注２ 女性が重要な役割を担うなど女性の参画の促進を図っている場合は、具体的な内容を記載して
ください。

注３ 世界かんがい施設遺産による地域活性化の取組の場合は、具体的な内容を記載してください。
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